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１【提出理由】 

  平成 27 年６月 23 日開催の当社第 78 期定時株主総会において決議事項が決議されましたので、金融商品取

引法第 24 条の５第４項および企業内容等の開示に関する内閣府令第 19 条第２項第９号の２に基づき、本臨

時報告書を提出するものであります。 

 

２【報告内容】 

(1)当該株主総会が開催された年月日 

    平成 27 年６月 23 日 

(2)当該決議事項の内容 

第１号議案 剰余金の配当の件 

         期末配当に関する事項 

         当社普通株式１株につき金 40 円 

  第２号議案 取締役８名選任の件 

         取締役として、立石文雄、山田義仁、鈴木吉宣、作宮明夫、日戸興史、冨山和彦、小林栄三お

よび西川久仁子の各氏を選任する。  

  第３号議案 監査役２名選任の件 

    監査役として、近藤喜一郎氏および川島時夫氏を選任する。 

  第４号議案 補欠監査役１名選任の件 

    社外監査役の補欠として、渡辺徹氏を選任する。 

  第５号議案 取締役に対する単年度業績連動賞与の支給の件 

         社外取締役を除く取締役５名に対し、単年度業績連動賞与を支給する。 

(3)当該決議事項に対する賛成、反対および棄権の意思表示に係る議決権の数、当該決議事項が可決される 

ための要件ならびに当該決議の結果 

 

決議事項
賛成（個）
(a)

反対（個） 棄権（個）

出席株主のうち
賛否を確認でき
なかった株主の
議決権（個）

総議決権
行使数
(個)
(b)

賛成率
(a÷b)

決議結果
（参考）

反対率

第１号議案 1,718,118 15,210 1,292 43,753 1,778,373 96.6% 可決 0.9%
第２号議案
　立石文雄 1,715,130 16,166 3,324 43,753 1,778,373 96.4% 可決 0.9%
　山田義仁 1,723,004 8,291 3,324 43,753 1,778,372 96.9% 可決 0.5%
　鈴木吉宣 1,705,098 26,196 3,324 43,753 1,778,371 95.9% 可決 1.5%
　作宮明夫 1,707,552 23,742 3,324 43,753 1,778,371 96.0% 可決 1.3%
　日戸興史 1,705,184 26,110 3,324 43,753 1,778,371 95.9% 可決 1.5%
　冨山和彦 1,572,495 160,840 1,284 43,753 1,778,372 88.4% 可決 9.0%
　小林栄三 1,729,530 3,806 1,284 43,753 1,778,373 97.3% 可決 0.2%
　西川久仁子 1,729,507 3,829 1,284 43,753 1,778,373 97.3% 可決 0.2%
第３号議案
　近藤喜一郎 1,653,366 79,915 1,337 43,753 1,778,371 93.0% 可決 4.5%
　川島時夫 1,708,679 24,603 1,337 43,753 1,778,372 96.1% 可決 1.4%
第４号議案 1,732,896 439 1,285 43,753 1,778,373 97.4% 可決 0.0%
第５号議案 1,723,049 6,892 4,677 43,753 1,778,371 96.9% 可決 0.4%
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（注）1. 各議案の可決要件は次のとおりです。 

       第１号議案および第５号議案は、出席した株主の議決権の過半数の賛成です。 

       第２号議案、第３号議案および第４号議案は、議決権を行使できる株主の議決権の３分の１以上

を有する株主の出席および出席した当該株主の議決権の過半数の賛成です。 

   2. 賛成率の計算方法は次のとおりです。 

       本株主総会に出席した株主の議決権の数（本株主総会前日までの事前行使分および当日出席のす

べての株主分（途中退場した株主の議決権の数を含む））に対する、事前行使分および当日出席

の株主のうち、各議案の賛否に関して賛成が確認できた議決権の数の割合です。 

   3. （参考）反対率の計算方法は次のとおりです。 

      本株主総会に出席した株主の議決権の数（本株主総会前日までの事前行使分および当日出席のす

べての株主分（途中退場した株主の議決権の数を含む））に対する、事前行使分および当日出席

の株主のうち、各議案の賛否に関して反対が確認できた議決権の数の割合です。 

 

(4)議決権の数に株主総会に出席した株主の議決権の数の一部を加算しなかった理由 

    本株主総会前日までの事前行使分および当日出席の一部の株主から各議案の賛否に関して確認できた議

決権の集計により可決要件を満たし、会社法上適法に決議が成立したため、本株主総会当日出席の株主のう

ち、賛成、反対および棄権の確認ができていない一部の議決権の数は加算しておりません。 

     なお、賛成率および（参考）反対率については、当日出席株主のうち賛否を確認できなかった株主の議決

権個数も分母に加算して計算しています。 

以上 

 

 


